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日銀金融政策決定会合（2026年7月）
市場予想通り、政策金利の据え置きを決定
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2026年8月3日

早期の追加利上げに含み、緩和的すぎれば利上げペースの加速も示唆
日本銀行（以下、日銀）は7月30日～31日に金融政策決定会合を開催し、市場予想通り、政策金利の無

担保コールレート（オーバーナイト物）を1.0%で据え置くことを決定しました。中東情勢の不透明感は
残るものの、原油価格は一頃に比べて下落しており、大幅な経済の下振れ・物価の上振れリスクは後退し
ています。こうした中、日銀は前回6月会合における利上げの影響を見極める姿勢とみられます。展望レ
ポートにおける経済・物価の中心的な見通しでは、成長率はおおむね不変、物価は政府による夏場のエネ
ルギー負担緩和策の効果等から2026年度が下方修正されたのを除けばおおむね不変でした。

植田総裁は先行きの金融政策運営について、基調的な物価上昇率が2%に近づく中、それを超えて上振
れるリスクが顕在化し、その後の経済に悪影響を及ぼすことのないよう、同指標を2%程度の水準で安定
させていく観点が重要になるとの見解を示しました。そのうえで、次回利上げの時期については、中東情
勢やAI関連需要の拡大、為替相場の変動の影響も含め、経済・物価の中心的な見通しが実現する確度やリ
スクを点検しながら、次回（9月）会合以降に議論する考えを繰り返し示しました。また、利上げのペー
スについては、金融環境が緩和的すぎると判断する場合はこれを速めることもあり得る、とも述べていま
す。当社は半年に1回程度のペースを念頭に次回利上げを12月と想定していますが、日銀が早期の追加利
上げに含みを持たせていることを踏まえると、リスクは前倒し方向に傾いていると考えられます。

（出所）日本銀行

日銀政策委員のGDP・物価見通し
（円/米ドル）

次回利上げ時期はいつか

（出所）ブルームバーグ

（%） （前年同月比、%）

※使用 ※2026年7月時点、下段の＜＞は中央値

（2020年1月～2025年5月）（%）

※日銀ウォッチャーを対象に実施したアンケート調査
※直近値は2026年7月調査
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消費者物価指数
（除く生鮮食品
・エネルギー）

2026年度 +0.6～+0.7 +2.3～+2.7 +2.3～+2.6
<+0.6> <+2.5> <+2.5>

(4月時点) +0.4～+0.7 +2.8～+3.0 +2.5～+2.7
<+0.5> <+2.8> <+2.6>

2027年度 +0.7～+0.8 +2.2～+2.5 +2.2～+2.7
<+0.8> <+2.4> <+2.6>

(4月時点) +0.6～+0.8 +2.3～+2.4 +2.6～+2.7
<+0.7> <+2.3> <+2.6>

2028年度 +0.7～+0.8 +2.0～+2.2 +2.1～+2.3
<+0.8> <+2.0> <+2.2>

(4月時点) +0.7～+0.8 +2.0～+2.2 +2.1～+2.4
<+0.8> <+2.0> <+2.2>

(前年度比、％) 実質GDP
（除く生鮮食品）
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